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加藤義忠
I はじめに
(1) 
私はすでに研究ノート「第1次百貨店法の成立経緯とその特質」におい
て，戦前の1937年（昭和12年）に制定された百貨店法（以下，第1次百貨店
法とよぶ）をとりあげ，その成立経緯や法の内容あるいはその効果などを明
らかにした。このことは，大規模小売商にたいする国家の法的規制は大規模
小売商と中小小売商とのあいだに生じる社会的な対立を，大規模小売商の利
益に配慮しつつ，主要には資本主義体制を維持し安定化せしめる観点から調
整し綬和することにあるという一般的な命題を検証することでもあった。
そこで考察対象とされた百貨店法は戦後の1947年（昭和22年）にいったん
廃止され， 1956年（昭和31年）に同名の百貨店法（以下，第2次百貨店法と
よぶ）として再制定された。この第2次百貨店法は1973年（昭和48年）に成
立した大規模小売店舗法（正式名称，大規模小売店舗における小売業の事業
活動の調整に関する法律。以下， 大店法とよぶ）にひきつがれ， 一面では
規制範囲を拡大しながら，他面では規制内容を緩和するものへと変っていっ
た。そして， 1978年（昭和53年）に大店法は一部改正（以下，改正大店法と
よぶ）された。
以下において，私は研究ノートというかたちで第1次百貨店法の廃止から
第2次百貨店法の制定にいたる経緯とその新法の内容ないし効果について若
(1) 園西大学「商学論集」第34巻第3号， 1989年8月。
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千の解明をおこなおうと思う。ここでの解明は同時に上記の一般的命題の具
体的事例による検証でもあるが，また大規模小売商と中小小売商の摩擦の調
整基準の変化を分析することでもあり，前ノートの続編をなすものである。
Il 第2次百貨店法の成立経緯
第1次百貨店法は，戦時統制経済という特殊な状況のなかで，その効果を
ほとんど発揮することなく， 1947年（昭和22年）に戦時統制法を廃止しよう
とする占領軍の意思によって廃止された。しかし，このことは百貨店のよう
な大規模小売商にたいする規制がまったくなくなったということを意味する
ものではない。百貨店のような大規模小売商は，同年に制定された独占禁止
法（正式名称，私的独占の禁止及ぴ公正取引の確保に関する法律。以下，独
禁法とよぶ）によって一元的に規制されるようになったからである。
百貨店法を廃止して独禁法で一元的に規制すべしとする理由として，政府
は主要には次のような 2つのものを提示した。 （1)国民の営業の自由の制限
は公共の福祉に重大な影響をおよぼす場合をのぞき最小限度にとどめるべき
であるとした新憲法の趣旨からみて，百貨店の営業の許可制は廃止するのが
望ましい。しかも，百貨店の新規営業の制限は既存百貨店に一種の営業上の
特権をもたらすことになり，公正な自由競争の確保をめざす独禁法の精神に
反するおそれがある。 (2)商業分野と同じように多くの中小企業の存立する
工鉱業分野においては，百貨店の店舗の新・増設の許可制というような制限
は特殊な例外をのぞき存在しないので，このような百貨店法による制限はエ
鉱業分野とのバランスを失することになる。さらに，百貨店の店舗の新・増
設の許可制は既存の百貨店の既得権益を保護するものであり，この点でも独
禁法の精神に反するおそれがある。このような百貨店法廃止の動きにたいし
て，中小小売商側からは中小小売商が大規模小売商としての百貨店と同じ条
件下で自由競争をすることが可能なのかどうかという当然の疑問をはじめと
して， 百貨店法廃止に反対する意見が強く主張された。 これについて政府
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は，下記のような趣旨の反論をおこなった。つまり，百貨店や中小商業や消
費組合や購買会などはいずれも商業的機能を遂行し，それぞれ存在理由があ
るが，しかし長所のみならず短所ももっている。独禁法のもとでそれぞれの
長所をのばし，商業的機能をいっそう合理化し，消費者の利益に貢献するこ
とが求められている。そのゆえ，百貨店だけに独禁法以上の拘束をくわえる
(2) 
ことは適当ではない。
かくして，第1次百貨店法は廃止され，百貨店の活動は独禁法によって一
元的に規制されることになったが，この点に関連して一言しておこう。独禁
法には不当な事業能力の格差の排除という規定があるが，百貨店と中小小売
商との大きな能力格差をどのように評価すべきかという問題は，この時点で
(3) 
は未解決のままに残された。したがって，後述のように百貨店問題が再発し
たときにふたたぴ議論の対象になったわけである。
ところで，朝鮮戦争を契機として日本経済の復興と物資統制の撤廃が進展
したのは周知のとおりであるが，そのようななかで百貨店の営業活動もよう
やく活況を呈しはじめた。なかでも，百貨店の店舗の新・増設が本格的に再
(4) 
開されたのもこのころからである。このことによって百貨店相互の水平的な
関係における競争が激化するようになるのはいうまでもないが，それと同時
に水乎的な関係における百貨店と同業者過多状況のなかで百貨店の売り場拡
張に脅威をいだいていた中小小売商とのあいだの矛盾や垂直的な関係におけ
る百貨店と納入業者としての中小問屋とのあいだの摩擦が大きくなるのもい
わば当然の成り行きといってよい。ここにまた，百貨店問題が再発するにい
たる。
、不当返品，手伝い店員の強要等の不公正な百貨店の取引行為にたいする規
(2) 通商産業省編「商工政策史」第7巻， 1980年3月， 307-308ペー ジ。
(3) 久保村隆祐•吉村壽編著「現代の流通政策」千倉書房， 1984年4月， 163ペー
ジ。
(4) 白髭武「硯代日本の流通問題」白桃書房， 1974年2月， 163-164ページ，三谷
真「戦後百貨店法とその制定をめぐる問題について」関西大学「商学論集」第28
巻第5号， 1983年12月， 35-36ペー ジ。
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制は前述の独禁法によってある程度の効果をあげることができたが，しかし
この独禁法は規模の巨大性を基礎にして百貨店が中小商業とりわけ中小小売
商にくわえる圧迫にたいしては，必ずしも十分な規制効果を生みださなかっ
(5) 
た。そこで，中小小売商なかでも百貨店の圧力をより強くうけていた都市部
や都市周辺部の中小小売商は，百貨店の行動を独自に規制する新たな百貨店
法制定にむけて全国的な規模の反百貨店運動を再度展開した。 1954年（昭和
29年）以降，この運動はいっそう激しくなった。これにたいして，業界団休
としての日本百貨店協会は，不当返品はしない，派遣店員を要求しない，誇
大広告やおとり販売等の不当な安売りはしないなどの自主的な規制案を発表
(6) 
し，新しい百貨店法の制定に強く反対した。
しかしながら， 反百貨店運動が高揚するなかで， 翌年の 1955年（昭和30
年）の第22特別国会に社会党や民主党からも百貨店法案が提出されるにいた
った。社会党案の骨子は下記のとおりである。 (1)百貨店の営業活動を規制
し，消費者や小売業者や卸売業者の公正な利益を保護する。 (2)百貨店の営
業や店舗の新・増設や出張販売等を許可制にする。 (3)百貨店の月賦販売や
予約販売や特定顧客むけの展示即売会などの特定の営業方法を許可制にす
る。 (4)仕入れ先との取引を規制するために派遣店員，返品，仕入後の値引
き等を許可制にする。 (5)店舗規制として国や地方公共団休および公共企業
体の施設の使用を禁止する。 (6)百貨店法施行にかんする重要事項を審議す
るために，百貨店審議会を設置する。 (7)通産大臣が百貨店法の規定にもと
づく許可や命令をだす場合には，公正取引委員会の同意を要する。このよう
に社会党案の特徴は許可制を軸にしたものであるが，これについて衆議院商
工委員会において主として次のような批判がなされた。第1に，百貨店規制
の目的として消費者と小売業者と卸売業者の利益擁護を併記しているが，消
費者利益と小売・卸売業者利益とは必ずしも一致するものではなく，消費者
利益を優先すれば，百貨店規制はむしろ有害無益ではないのか。中小商業に
(5) 通商産業省編，前掲書， 309ー 315ペー ジ。
(6) 白髭武，前掲書， 164-165ペー ジ。
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たいする悪影響を重視するならば，消費者利益をそこなわない範囲において
百貨店と中小商業の調整をはかるべきである。第2に，百貨店の不公正取引
方法を独禁法の特殊指定によって取り締まれないので独立の百貨店法を制定
して規制するといっても，独禁法の特殊指定も百貨店法の許認可事項もいず
れも行政権の行使に変わりはないわけだから，百貨店法を制定したからとい
って規制効果が十分に期待できるとはいえない。第3に，中小商業窮迫は百
貨店の影蓉だけによるのではなく，基底的には産業構造にもかかわるものだ
(7) 
から，百貨店を規制するだけでは問題の根本的な解決にならない。
社会党案に対抗して出された民主党案の概要は次のとおりである。 (1)百
貨店と一般小売商の営業活動の調整を図ることによって小売業の流通秩序を
確立する。 (2)百貨店の営業と店舗の新・増設と営業時間のみを許可制にす
る。 (3)通産大臣が許可をする場合，百貨店審議会にはかり，しかも当該地
方の利害関係者の意見を聞かなければならない。社会党案の重点は百貨店の
活動を強く規制することをとおして百貨店と中小小売商の摩擦を綬和し調整
しようとする点におかれていたのにたいして，この民主党案は百貨店の活動
をあまり規制せず，両者のあいだの摩擦を緩和し調整しようとする点に特徴
があった。ともあれ，両党案はいずれも第22特別国会において審議未了とな
(8) 
り，廃案になった。
しかし，社会党は1956年（昭和31年） 2月の第24通常国会に百貨店法案を
さらに整備して再提出した。他方，従来百貨店法制定にたいして否定的であ
った政府もようやく重い腰をあげるにいたり，同国会に政府案を提出した。
政府案の主な内容は次のようなものであった。 （1)百貨店の事業活動を調整
することによって中小商業の事業機会を確保し， 商業の正常な発展をはか
る。 (2)百貨店の営業や店舗の新・増設は許可制とし，合併は認可を必要と
する。 (3)通産大臣は許可をあたえるさいに百貨店審議会の意見を聞き，百
貨店審議会は意思決定にあたって地元の商工会議所の意見を聞かなければな
(7)(8) 通商産業省編，前掲書， 316ペー ジ。
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らない。 (4)閉店時刻と休業日は政令で定める。 (5)出張販売や顧客の送迎等
の百貨店の特定の営業行為が中小商業にとくに影響をあたえる場合には，通
産大臣は必要に応じて，その行為の中止を勧告することができる。このよう
な政府案は前記の民主党案を継承したものであるが，その民主党案よりも調
(9) 
整項目を細かく規定している点に特徴がある。
2つの法案が同時に付託された衆参両院商工委員会において，ふたたび独
禁法と百貨店法の関連が論議の中心になった。つまり，公正な自由競争の促
進こそが究極的に国民経済の健全な発達をもたらすというのが独禁法の基本
的な考え方であるが，これと公正な自由競争ではあっても中小商業に極端な
不利益をもたらす場合には規制もやむなしとする百貨店法は本質的に矛盾す
るものではないかという疑義が与党内から提示された。これについての政府
の見解は次のごとくであった。百貨店法は中小商業の保護を目的にするもの
であるのにたいして，独禁法は私的独占や不公正取引を禁止することを目的
とするものである。したがって，両者は目的が異なるので矛盾せず，あいま
って中小商業の保護，育成に役立つ。また，社会党案にある不公正取引方法
の禁止規定が政府案にないのはどうしてかという疑問については，独禁法と
百貨店法は対象領域が異なるので，しいて一本の法律にまとめなくてもよい
(10) 
というのが政府の考えであった。
政府案と社会党案は上記のようにするどく対立したが，同年4月の衆議院
(11) 
商工委員会において社会党案は撤回され，政府案は若千修正され付帯決議を
つけられ，自社両党共同提案というかたちで可決された。これは，ひきつづ
(9) 同上書， 316-318ペー ジ。
(10) 同上書， 318ペー ジ。
(11) 付帯決議は下記のとおりである。「1.政府は中小商業者の健全な発達をはかる
ため独占禁止法による公正競争の取締りを十分に活用すること。 1.政府は国，
地方公共団休，公共企業体の所有する土地または施設を利用して百貨店業を営む
ことを原則として許可しないこと，ただし地方都市で中小商業者に与える影蓉が
少ない場合にはこの限りではない。 1.政府は本法付則第3条の運用については
本法制定の趣旨からみて慎重に取扱うこと」（同上）。
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き衆議院本会議，参議院商工委員会，参議院本会議を通過して成立し， 5月
22日法律第116号「百貨店法」として公布され， 同年6月16日より施行され
た。
1I 第2次百貨店法の主な内容とその効果
叙上のような経緯をへて制定された第2次百貨店法（末尾の付録1をみよ）
は，百貨店の営業について独禁法による一般的な規制のうえに独自に追加し
て規制するためのものであるが，これは5章24条から構成されている。この
新しい百貨店法は立法の精神や構成面において第1次百貨店法をほぼ継承し
たものであり，中小商業の事業活動の機会を確保するために百貨店業の事業
活動を調整することを基本的目的とするという第1条の規定からも分かるよ
うに，主として中小小売商を保護しようとする内容のものであったというこ
(12) 
とができる。
百貨店は本法の第2条において加工修理をふくむ物品販売業であり，これ
を営むための店舗のなかに同一の店舗で売り場面積合計が東京都および政令
指定都市では3,000乎方メートル以上，その他のところでは1,500平方メート
ル以上の店舗をふくむものと定義づけられている。このように本法では第1
次百貨店法における建物・企業主義とは異なり，いわゆる企業主義が採用さ
れている。そして，本法第3条，第6条，第7条において定められているよ
うに，百貨店業を営んだり店舗の新・増設をおこなったり，あるいは相互に
合併する場合には許可あるいは認可を必要とする。この許可制という点は第
1次百貨店法の場合と同じである。
百貨店業の開業や店舗の新・増設あるいは合併のさいには，百貨店審議会
の意見をきかなければならないと第5条で定められているが，百貨店審議会
の委員は第1次百貨店法と異なり学識経験者と規定されている。百貨店審議
会が意見をまとめようとする場合には，店舗所在地の商工会議所や利害関係
(12) 佐藤肇「日本の流通機構」有斐閣， 1970年10月， 298ペー ジ。
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者の意見を聞かなければならないとされている。また，第8条で規定されて
いる閉店時刻と休業日は，具休的には政令第168号「百貨店法施行令」（末尾
の付録2をみよ）において定められている。
上記のように第2次百貨店法の特徴は，第1次百貨店法におけると同様に
百貨店の開業や店舗の新設・増設のさいには政府の許可を必要とするとい
ぅ，いわゆる許可制が大規模小売商の規制方式として採用された点である。
百貨店の開業や店舗の新・増設は，百貨店法における許可制の採用によって
一面ではある程度制約をうけ，その結果中小小売商がある程度保護されるこ
(13) 
とになったのはまちがいないところであろう。
しかしながら，第2次百貨店法の制定の直前に店舗のかけこみ新・増設が
ふえ，大きな問題となったことをまず指摘しなければならない。これは新た
に法が制定されたり改正されたりするさいには一般によくみられる事象であ
るが，いずれにせよ，この種の問題が発生したから百貨店法に付則第3条が
おかれ，また国会での可決にさいして付帯決議がつけられたわけである。た
(14) 
とえば，付則第3条にもとづき 6月16日の施行日から 3週間以内に百貨店審
議会に提出された百貨店の売り場拡張の申請は75件，拡張面積約50万平方メ
ートルであって， 1956年（昭和31年） 3月末の全国の百貨店の総売り場面積
約150万平方メートルの33彩増というおどろくべき増加率であった。とくに，
東京池袋地区，大阪，名古屋の 3地区では既存の売り場面積に比して，それ
(13) 森下二次也「現代の流通機構」世界思想社， 1974年9月， 180ペー ジ， 西元良
行「流通政策としての大型店規制」岡村明達・片桐誠士・保田芳明編「硯代日本
の流通政策」大月書店， 1984年1月， 155ペー ジ。
(14) 付則第3条の内容は次のようなものであった。「通商産業大臣は， この法の施
行の際硯に百貨店業の店舗とする目的で新築，増築又は改築の工事を施行してい
る建築物を使用して百貨店業を営もうとする者がこの法律の施行の日から3週間
以内に第3条又は第6条第1項の許可の申請をしたときは，第5条第1項（第6
条第2項において準用する場合を含む。）の規定にかかわらず， その百貨店業の
事業活動が中小商業の事業活動に及ぼす影響を考慮して許可するかどうかを決定
しなければならない」（通商産業省編，前揚書， 321ペー ジ）。
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ぞれ3.6倍， 1.8倍， 1.5倍という異常な増加率であった。 これにたいして，
中小小売商側は全国各地の小売商団体を中心に百貨店売り場拡張反対期成同
盟を結成し，全国各地において反対集会を開き，政府や国会や各政党や百貨
店審議会や各地商工会議所等ヘデモないし陳情をくりかえしおこなった。同
年10月半ばごろまでに百貨店審議会は， 75件の申請中44件についてはほとん
ど削減せずに売り場拡張を許可した。なお，これらはいずれも中小小売商の
反対の相対的に少なかったところであったという点は興味深い。とまれ，残
りの申請のなかには東京，大阪，神戸等のとくに中小、小売商の反対の強いと
ころが含まれていたので，審議の結果が注目されていたが，同年10月29日に
開かれた百貨店審議会において，もっとも注目されていた都内 9百貨店の新
・増設が審議され，いずれも申請の大幅削減，保留，申請のやり直しの措置
をとることが決められた。この決定にたいして百貨店側は強い不満をしめし
たが，他方中小小売商側ももっと大きな削減を望んでいただけに，期待はず
(15) 
れであった。
また，制定以後にも店舗の新・増設の申請が急増し，かなりのものが許可
(16) 
されたのは注目に値する。このことは，第2次百貨店法において採用された
規制方式としての許可制は無条件に百貨店の開業や店舗の新・増設を制限す
るものではなく，状況によってはあるいは運用いかんでは百貨店の開業や店
舗の新・増設をある程度促進せしめる効果をも発揮するものであったという
. (17) 
ことを意味する。ここでの運用は次のようなシステムによっておこなわれ
た。第2次百貨店法では大規模小売商と中小小売商の深刻な摩擦の調整を前
(15) 同上書， 321-322ページ。なお，その措置の具体的内容は次のようなものであ
った。「白木屋（日本橋）増設20彩削減，十合（有楽町）新設15彩削減， 松阪屋
（上野）増設21％削減， 西武（池袋）増設40％削減， 三越（池袋）新設20彩削
減，ステーション・ビル（池袋）新設50％削減，伊勢丹（新宿）増設20％削減，
大丸（八重洲口）増設申請やり直し，東横（渋谷）増設保留」（同上書， 322ペー
ジ）。
(16) 三谷真，前掲論文， 42ペー ジ。
(f7) 白髭武，前掲書， 170ペー ジ，三谷真，同上論文， 44ペー ジ。
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者の営業活動を規制することによっておこなおうとしたわけであるが，しか
し政府はそれに直接のりだすことを極力回避し，学識経験者によって構成さ
れる審議会という第三者機関の斡旋や調停にゆだねた。審議会の意思決定
は，大規模小売商や中小小売商や消費者などの利害関係者の意見を聞いてな
される仕組みになっていたが，新規出店ないし増床しようとする大規模小売
商としての百貨店と地元の中小小売商の利害が激しく対立する状況のなかで
は，中間的な消費者の意向が相対的に重視されることになった。消費者は規
模の利益を支持する傾向が強かったので，調整は中小小売商側に不利に作用
する場合が多く生じた。すなわち，審議会という公平な第三者機関の調整と
いうかたちをとりながら，実質的には大規模小売商の資本の論理が貫徹した
(18) 
わけである。
それだけではない。前述のように本法によって百貨店の新規参入や店舗の
新・増設がある程度制約されることになるので，第2次百貨店法も第1次百
貨店法と同じように，既存の百貨店なかでも巨大な都市百貨店の地位を保持
(19) 
せしめ，利益をもたらすという側面が存在していたこともいなめない。
以上から明らかなように，第2次百貨店法は一面では百貨店の攻勢をある
程度防御し，そのかぎりで中小小売商を保膜する効果を発揮したということ
ができるが，他面では大規模小売業としての百貨店の利益に寄与するという
逆の側面もあったという点を看過してはならない。しかしながら，第2次百
貨店法においては本法が制定されたころにアメリカから導入され，その後急
角度で発展したスーパーは，いわゆる疑似百貨店とよばれるほどに大型化し
ながら規制の外におかれていた。というのは，スーパーは百貨店法の適用を
まぬがれるために，基準面積以上の大規模小売店舗を設置するさいには各階
ごとに別会社をつくるなどして対応したからである。この行為は脱法行為に
等しいものといってよいが，当時の通産省は流通近代化推進の視点から放置
(18) 久保村隆祐•吉村壽編著，前掲書， 171ページ。
(19) 佐藤肇，前掲書， 300ペー ジ。
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(20) 
し，事実上容認していた。このような法の網の目をくぐるような行動が許さ
れたのも，第2次百貨店法では基準面積以上の大規模店舗を有する企業を規
制対象とするという，いわゆる企業主義が採用されており，そこには大規模
小売商を包括的に規制するという点で不備があったからである。ちなみに，
1970年代にはいってからスーパーをも規制対象に含めようとする中小小売商
の運動が大きく展開されるようになったが，この点からみてもゆえなきこと
ではない。また，百貨店はこの不備を根拠にしてスーパーをも規制対象に含，
めることによって両者の競争条件を同一化するとともに，大規模小売商にた
いする規制を全休として綬和することを求めた。だが，このような大店法の
制定をめぐる動きや大店法の特徴あるいは改正大店法についての考察は，次
に予定している研究ノートの課題である。
（付録1〕
（目
百貨
第1章総
的）
店法
則
第1条この法律は，百貨店業の事業活動を調整することにより，中小商業の事業活
動の機会を礁保し，商業の正常な発達を図り，もつて国民経済の健全な進展に資す
ることを目的とする。
（定義）
第2条この法律で「百貨店業」とは，物品販売業（物品加工修理業を含む。）であ
つて，これを営むための店舗のうちに， 同一の店舗で床面積の合計が1,500平方メ
ートル（都の特別区及び地方自治法（昭和22年法律第67号）第155条第2項の市の
区域内においては， 3,00研Z方メートル）以上のものを含むものをいう。
第2章百貨店業
（営業の許可）
第3条百貨店業を営もうとする者は，通商産業大臣の許可を受けなければならな
い。
（許可の申請）
第4条前条の許可を受けようとする者は，次の事項を記載した申請書を通商産業大
臣に提出しなければならない。
(20) 白髭武，前掲書． 171-172ペー ジ。
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ー 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつてはその代表者の氏名及び住所
二店舗の所在地及ぴ床面積
2 前項の申請書には，店舗の図面，店舗における営業の種類を記載した書頬その他
通商産業省令で定める書類を添附しなければならない。
（許可の基準等）
第5条通商産業大臣は，第3条の許可の申請があった場合において，その百貨店業
の事業活動が中小商業の事業活動に影響を及ぼし，中小商業者の利益を著しく害す
るおそれがあると認めるときは，同条の許可をしてはならない。
2 通商産業大臣は，第3条の規定による処分をしようとするときは，百貨店審議会
の意見をきかなければならない。
3 百貨店審議会は，前項の場合において，その意見を定めようとするときは，その
百貨店業を営むための店舗の所在地がその地区内にある商工会議所の意見並びに通
商産業省令で定めるところにより申出をした利害関係のある事業者又はその団体及
び参考人の意見をきかなければならない。
（店舗の新設等の許可）
第6条第3条の許可を受けた者（以下「百貨店業者」という。）は，店舗を新設し，
又はその床面積を増加しようとするときは，通商産業大臣の許可を受けなければな
らない。
2 前条の規定は，前項の許可に準用する。
（承継）
第7条百貨店業者について相続又は合併があったときは，相続人又は合併後存続す
る法人若しくは合併により設立した法人は，百貨店業者の地位を承継する。
2 百貨店業者たる法人と百貨店業者たる他の法人との合併は，通商産業大臣の恩可
を受けなければ，その効力を生じない。
3 第5条の規定は，前項の隠可に準用する。
（閉店時刻及び休業日）
第8条百貨店業者は，毎日，政令で定める時刻以後は，その店舗において顧客に対
し営業をしてはならない。ただし，その政令で定める時刻前から引き続き店舗内に
いる顧客に対しては，この限りでない。
2 百貨店業者は，毎月，政令で定める日数は，その店舗において顧客に対し営業を
してはならない。
（勧告）
第9条通商産業大臣は，百貨店業者の出張販売，顧客の送迎その他の営業に関する
行為がその百貨店業の事業活動を通じて中小商業の事業活動に影轡を及ぼすおそれ
がある場合において，中小商業の維持育成を図り，商業の健全な発達に寄与するた
め特に必要があると認めるときは，その百貨店業者に対し，その行為をしないよう
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に勧告することができる。
2 通商産業大臣は，前項の規定による勧告をしたときは，その旨を公表しなければ
ならない。
（許可の取消等）
第10条通商産業大臣は，百貨店業者が第6条の規定により許可を受けなければなら
ない事項を許可を受けないでしたとき，又は第8条の規定に遮反したときは，第3
条の許可を取り消し，又は1年以内の期間を定めてその営業の全部苔しくは一部の
停止を命ずることができる。
第3章百貨店審議会
（設置）
第11条通商産業省に，百貨店審議会を置く。
（権限）
第12条百貨店審議会（以下「審議会」という。）は， この法律によりその権限に属
させられた事項を調査審議するほか，通商産業大臣の諮問に応じ，百貨店業の事業
活動の調整に関する重要事項を調査審議する。
（組織）
第13条審議会は，会長1人及び委員6人以内で組織する。
2 会長及び委員は，学識経験のある者のうちから，通商産業大臣が任命する。
（任期）
第14条会長及ぴ委員の任期は， 2年とする。
（勤務）
第15条会長及び委員は，非常勤とする。
（省令への委任）
第16条この章に定めるもののほか，審議会の運営に関し必要な事項は，通商産業省
令で定める。
第4章雑 則
（報告の徴収）
第17条通商産業大臣は，この法律の施行に必要な限度において，政令で定めるとこ
ろにより，百貨店業者に対し，その営業に関し報告をさせることができる。
（聴聞）
第18条通商産業大臣は第10条の規定による処分をしようとするときは，その処分
に係る百貨店業者に対し，相当な期間をおいて予告をした上，公開による聴聞を行
わなければならない。
2 前項の予告においては，期日，場所及び事案の内容を示さなければならない。
3 聴聞に際しては，その処分に係る百貨店業者及び利害関係人に対し，その事案に
ついて証拠を提示し，意見を述べる機会を与えなければならない。
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（異議の申立）
第19条この法律又はこの法律に基く命令の規定によつてした処分に対して不服のあ
る者は，その旨を記載した書面をもって，通商産業大臣に異議の申立をすることが
できる。
2 通商産業大臣は，前項の異議の申立があつたときは，前条の例により公開による
聴聞をした後，文書をもつて決定をし，その写を異議の申立をした者に送付しなけ
ればならない。
第5章罰 則
第20条次の各号の一に該当する者は， 100万円以下の罰金に処する。
ー第3条の許可を受けないで百貨店業を営んだ者
二第10条の規定による営業の停止の命令に遮反した者
第21条第6条第1項の許可を受けないで店舗を新設し，又はその床面積を増加した
者は， 30万円以下の罰金に処する。
第22条第8条の規定に遮反して営業をした者は， 10万円以下の罰金に処する。
第23条第17条の規定による報告をせず，又は虚偽の報告をした者は， 3万円以下の
罰金に処する。
第24条法人の代表者又は法人若しくは人の代理人，使用人その他の従業者が，その
法人又は人の業務に関し，前4条の遮反行為をしたときは，行為者を罰するほか，
その法人又は人に対して各本条の刑を科する。
〔付録2〕
百貨店法施行令
内閣は，百貨店法（昭和31年法律第116号）第8条及び第17条の規定に基き， この政
令を制定する。
（閉店時刻）
第1条百貨店法（以下「法」という。）第8条第1項の政令で定める時刻は， 午後
6時とする。ただし，中元，歳暮又は祭のためその他閉店時刻を遅くすべき特別の
理由があると認められる場合において，百貨店業者が時刻を定めて通商産業大臣の
許可を受けたときは，その許可を受けた時刻とする。
（休業日）
第2条法第8条第2項の・政令で定める日数は，次のとおりとする。
一都の特別区及び地方自治法（昭和22年法律第67号）第155条第2項の市の区域
内においては， 4日（法第3条又は店舗の新設に係る法第6条第1項の許可を受
けて月の初日以外の日に開設した店舗については，その開設の日の属する月にあ
つては， 4日に開設の日からその月の末日までの日数のその月の日数に対する割
合を乗じて得た日数）
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ー前号に規定する区域以外の区域内においては， 2日（法第3条又は店舗の新設
に係る法第6条第1項の許可を受けて月の初日以外の日に開設した店舗について
は，その開設の日の属する月にあつては， 2日に開設の日からその月の末日まで
の日数のその月の日数に対する割合を乗じて得た日数）
三中元，歳暮又は祭のためその他休業日を減少すべき特別の理由があると認めら
れる場合において，百貨店業者が日数を定めて通商産業大臣の許可を受けたとき
は，その許可を受けた日数
2 前項第1号又は第2号の規定により算定した日数に1日未満の端数があるとき
は，その端数は， 1日として計算するものとする。
以下略．
